
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。
当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解
および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は

変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 1/2

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 25年末比

米ドル・インデックス 96.99 ▲ 0.6 ▲ 2.5 ▲ 2.8 ▲ 10.0 ▲ 1.4

米ドル 154.78 ▲ 0.6 0.4 3.5 0.3 ▲ 1.2

カナダ・ドル 113.71 0.1 3.2 5.2 6.8 ▲ 0.5

ユーロ 183.43 ▲ 0.3 2.9 7.6 14.4 ▲ 0.3

英ポンド 211.82 ▲ 0.3 4.5 7.0 10.5 0.3

スイス・フラン 200.21 0.3 4.2 9.2 18.0 1.3

スウェーデン・クローナ 17.36 ▲ 0.2 6.3 13.7 24.3 2.0

アイスランド・クローネ 1.266 0.3 2.8 5.5 15.1 1.4

ノルウェー・クローネ 16.07 0.8 4.8 10.9 18.0 3.4

デンマーク・クローネ 24.56 ▲ 0.4 2.9 7.5 14.3 ▲ 0.3

中国人民元 22.20 ▲ 1.0 2.4 7.0 4.1 ▲ 1.1

香港ドル 19.81 ▲ 0.8 ▲ 0.1 4.0 0.1 ▲ 1.6

台湾ドル 4.90 ▲ 0.7 ▲ 2.5 ▲ 2.7 3.6 ▲ 1.8

韓国ウォン(100ウォン当たり) 10.71 0.7 ▲ 0.6 ▲ 0.4 0.2 ▲ 1.3

シンガポール・ドル 121.71 ▲ 0.6 2.7 5.6 6.7 ▲ 0.1

マレーシア・リンギ 39.10 ▲ 0.8 6.7 12.0 11.1 1.4

タイ・バーツ 4.91 ▲ 2.1 3.0 7.4 7.0 ▲ 1.3

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.922 ▲ 0.4 ▲ 0.5 1.2 ▲ 2.9 ▲ 1.8

フィリピン・ペソ 2.612 ▲ 2.5 0.3 1.6 ▲ 1.4 ▲ 1.7

ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.596 0.5 1.9 4.6 ▲ 3.2 0.1

インド・ルピー 1.68 ▲ 2.5 ▲ 3.4 ▲ 1.5 ▲ 5.8 ▲ 3.9

オーストラリア・ドル 107.76 0.4 6.7 12.0 12.5 3.1

ニュージーランド・ドル 93.15 0.8 5.2 5.7 7.2 3.2

ブラジル・レアル 29.43 ▲ 0.1 2.8 9.6 12.0 3.3

メキシコ・ペソ 8.87 ▲ 1.0 6.7 12.0 19.2 2.0

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 4.19 ▲ 1.9 4.9 17.1 12.8 0.9

チリ・ペソ(100ペソ当たり) 17.72 ▲ 1.4 8.3 16.3 13.1 1.8

ペルー・ヌエボ・ソル 45.95 ▲ 1.1 0.8 9.7 10.8 ▲ 1.4

ポーランド・ズロチ 43.52 ▲ 0.5 3.7 9.1 14.1 ▲ 0.3

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 48.11 ▲ 0.1 4.9 12.9 22.2 0.5

ルーマニア・レイ 36.00 ▲ 0.4 2.7 7.1 11.7 ▲ 0.4

トルコ・リラ 3.55 ▲ 0.9 ▲ 2.9 ▲ 3.4 ▲ 17.4 ▲ 2.2

南アフリカ・ランド 9.60 ▲ 0.6 7.6 15.6 15.7 1.4

エジプト・ポンド 3.29 ▲ 0.4 0.7 7.6 7.0 ▲ 0.0
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日本国債　注5 294.07 0.2 ▲ 4.9 ▲ 5.0 ▲ 9.6 ▲ 1.8

先進国(除く日本)国債　注6 1,083.76 0.6 1.8 4.0 9.9 1.0

新興国債券　注7 923.12 0.1 1.8 5.8 11.2 0.8

日本国債2年物 1.236 -0.015 0.302 0.408 0.519 0.058

日本国債10年物 2.252 -0.005 0.596 0.691 1.035 0.186

日本国債20年物 3.185 -0.008 0.599 0.640 1.276 0.201

日本国債30年物 3.640 0.000 0.591 0.561 1.366 0.239

米国債2年物 3.524 -0.071 -0.086 -0.419 -0.684 0.049

米国債10年物 4.237 0.011 0.138 -0.135 -0.280 0.068

米国債20年物 4.824 0.036 0.189 -0.071 0.011 0.030

米国債30年物 4.874 0.047 0.218 -0.026 0.112 0.029

ドイツ国債2年物 2.089 -0.040 0.103 0.135 -0.119 -0.033 

ドイツ国債10年物 2.843 -0.063 0.200 0.137 0.324 -0.012 

イタリア国債10年物 3.456 -0.057 0.057 -0.064 -0.144 -0.095 

スペイン国債10年物 3.212 -0.060 0.060 -0.078 0.092 -0.076 

東証REIT(配当込み) 5,305.81 ▲ 0.8 1.8 9.0 21.7 ▲ 1.3

785.39 0.9 3.8 6.3 10.1 3.0

931.68 ▲ 1.5 3.9 10.1 10.2 1.3

香港REIT　注9 611.07 1.2 ▲ 7.3 ▲ 13.3 22.3 3.1

オーストラリアREIT　注9 1,314.81 ▲ 1.0 ▲ 4.3 ▲ 2.5 2.9 ▲ 2.7

北海ブレント原油先物 70.69 7.3 8.8 ▲ 3.5 ▲ 8.0 16.2

WTI原油先物 65.21 6.8 7.7 ▲ 6.8 ▲ 10.3 13.6

ニューヨーク金先物 4,745.10 ▲ 5.4 18.2 41.5 66.8 9.3

CRB指数 320.09 2.5 6.4 4.9 4.5 7.1

シンガポール鉄鉱石先物 103.79 ▲ 0.7 ▲ 2.5 2.0 ▲ 1.4 ▲ 1.5

S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 10,867.48 2.7 12.4 8.0 5.3 9.0

S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 411.43 ▲ 2.3 2.2 ▲ 7.6 ▲ 8.3 ▲ 1.4

ビットコイン 84,162.39 ▲ 5.7 ▲ 21.7 ▲ 28.2 ▲ 19.9 ▲ 4.0
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 25年末比

ブラジル　ボベスパ 181,363.90 1.4 21.9 35.4 42.9 12.6

メキシコ　IPC 67,598.95 ▲ 0.9 7.5 17.8 29.9 5.1

南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 120,045.70 ▲ 1.8 9.5 20.9 40.1 3.6

騰落率（%）
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 25年末比

世界株価 注1 574.38 0.7 4.1 12.4 21.4 3.0

先進国株価 注2 14,523.66 0.5 3.6 11.1 19.1 2.2

先進国(除く日本)株価 注3 16,743.35 0.5 3.3 10.6 18.4 2.0

新興国株価　注4 834.38 1.8 8.6 22.8 42.5 8.9

日経平均株価 53,322.85 ▲ 1.0 3.9 31.2 34.9 5.9

JPX日経インデックス400 32,102.41 ▲ 1.8 7.7 22.0 27.6 4.5

TOPIX (東証株価指数) 3,566.32 ▲ 1.7 8.0 22.1 28.2 4.6

東証プライム市場指数 1,837.49 ▲ 1.8 8.1 22.3 28.3 4.6

東証スタンダード市場指数 1,605.98 ▲ 2.1 8.3 13.5 25.9 4.4

東証グロース市場指数 926.73 ▲ 2.7 0.6 ▲ 5.0 10.3 4.9

NYﾀﾞｳ 工業株30種 48,892.47 ▲ 0.4 2.9 10.0 8.9 1.7

S&P 500種 6,939.03 0.3 1.7 9.1 14.3 1.4

ナスダック総合 23,461.82 ▲ 0.2 ▲ 0.5 11.0 19.2 0.9

ナスダック100 25,552.39 ▲ 0.2 ▲ 0.7 9.5 18.8 1.2

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 7,998.47 0.5 10.8 38.2 59.0 12.9

欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 611.00 0.4 6.3 11.0 13.4 3.2

英国　FTSE100 10,223.54 0.8 4.7 11.9 18.2 2.9

ユーロ圏　ユーロ・ストックス 629.30 0.2 4.9 10.1 16.3 2.8

ドイツ　DAX 24,538.81 ▲ 1.5 1.7 1.1 12.9 0.2

中国　CSI300 4,706.34 0.1 ▲ 0.1 13.4 23.3 1.7

中国　上海A株 4,317.96 ▲ 0.4 3.3 13.9 26.7 3.8

中国　深圳A株 2,808.18 ▲ 2.3 6.6 21.7 40.5 6.0

中国　創業板 3,346.36 ▲ 0.1 2.6 41.3 62.1 4.5

香港　ハンセン 27,387.11 2.4 4.2 8.8 35.4 6.9

台湾　加権 32,063.75 0.3 13.3 36.7 36.3 10.7

韓国　KOSPI 5,224.36 4.7 27.8 60.5 105.9 24.0

シンガポール　ST 4,905.13 0.3 10.5 16.3 29.0 5.6

マレーシア　FBM KLCI 1,740.88 1.2 7.8 14.2 12.1 3.6

タイ　SET 1,325.62 0.9 0.8 6.5 ▲ 0.8 5.2

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 8,329.61 ▲ 6.9 1.8 10.3 17.8 ▲ 3.7

フィリピン　総合 6,328.97 ▲ 0.1 6.7 0.2 3.6 4.6

ベトナム　VN 1,829.04 ▲ 2.2 9.6 21.3 44.6 2.5

インド　SENSEX 82,269.78 0.9 ▲ 2.5 1.0 7.2 ▲ 3.5

豪州　S&P/ASX200 8,869.15 0.1 ▲ 0.2 1.3 4.4 1.8
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2026年2月第1週号 （2026年2月2日発行）

主要指標の動き 2026年1月30日時点（1週間前＝1月23日、3ヵ月前＝2025年10月30日、6ヵ月前＝7月30日、1年前＝1月30日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に用いられる
ものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

※指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

※データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

注1  世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注2  先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注3  先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注4  新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み） 
注5  日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6  先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7  新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*
注8  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（配当込み）

注9  香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（配当込み、現地通貨ﾍﾞｰｽ）

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
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(左下より続く) 2025年10月下旬以来の円高･ﾄﾞﾙ安水準をつけた後、152円台で推移した。原
油先物は米国での歴史的な寒波、金先物はﾄﾞﾙの代替資産としての需要を背景に買われた。

28日
（水）

× ｱｼﾞｱ

日本では円高が嫌気される

日本では、輸出関連株中心に幅広い銘柄が売られ、TOPIXは反落した。しかし、ｵﾗﾝﾀﾞの半導体
製造装置大手の10-12月期の受注額が市場予想を上回ったと伝わると、半導体関連銘柄の一
角が買われ、日経平均株価は僅かに続伸して引けた。国債利回りは、円高を受け、日銀の利上
げ観測が後退したことなどから低下した。中国では、当局が米半導体大手のAI向け半導体の
輸入を承認したと報じられたほか、人民元が対ﾄﾞﾙで2023年5月中旬以来の高値をつけた。元
高に伴なう資金流入期待などから中国本土株式が上昇したほか、米社製AI向け半導体の輸入
承認を受けた第一陣と報じられた中国本土のIT大手などをけん引役に香港株式も上昇した。

△ 欧米

FRBは利下げ見送り、ﾄﾞﾙはﾍﾞｯｾﾝﾄ米財務長官の発言などを受けて反発

ﾕｰﾛ圏では、仏中銀総裁らからのﾕｰﾛ高と金融政策を巡る発言を受け、利下げ観測が強まり、国
債利回りが低下した。株式相場は、米FOMC(連邦公開市場委員会)の結果発表を前に投資家
の様子見姿勢が強い中、決算が嫌気された仏大手を中心に高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ銘柄が売られたことな
どから、下落した。米国では、ﾍﾞｯｾﾝﾄ財務長官が強いﾄﾞﾙ政策を維持していると述べ、円買い為
替介入を否定した。また、FRB(連邦準備制度理事会)はFOMCで、市場予想通り、政策金利の
据え置きを決めた。国債利回りはほぼ横ばいとなったが、ﾄﾞﾙが買われ、円相場は153円台に
下落した。株式市場では半導体関連株の一角が買われ、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数が続伸したが、他の
主要2指数は小動き、ﾏﾁﾏﾁとなった。また、ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は、米艦隊による軍事攻撃も辞さない
姿勢を示し、ｲﾗﾝに核開発を巡る交渉に応じるよう求めた。原油や金の先物は続伸した。

29日
（木）

△ ｱｼﾞｱ

衆院選公示直後の世論調査、自民党が単独過半数に迫る勢い

日本では、衆院選で自民党が議席を伸ばし、単独過半数に迫る勢いとの世論調査結果が相次
いだ。選挙後の財政拡張への警戒感が強まったほか、日銀の国債買入れｵﾍﾟ(公開市場操作)が
投資家の売り意欲の強さを示す結果となったこともあり、国債利回りが上昇した。株式相場は
上昇した。中国では、当局が不動産開発業者に義務付けてきた財務指標の月次報告を事実上
終了したと報じられた。不動産株などが買われ、中国本土･香港株式が続伸した。

× 米国

IT･ｿﾌﾄｳｪｱ大手の巨額投資の収益化への懸念が拡がる

IT･ｿﾌﾄｳｪｱ大手が前日に発表した決算で、設備投資額が市場予想を上回った一方、ｸﾗｳﾄﾞ事業
の売上高が予想並みにとどまった。また、29日に独ｿﾌﾄｳｪｱ大手が発表した10-12月期のｸﾗｳﾄﾞ
受注残が会社側の目標を下回った。欧州では、同社株が急落するなど、ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株が売られた
一方、資源株は買われ、株式相場はﾏﾁﾏﾁとなった。米国では、ｿﾌﾄｳｪｱ関連銘柄が売られ、ﾅｽﾀﾞｯ
ｸ総合指数が反落、他の主要2指数はﾏﾁﾏﾁとなった。欧米の国債利回りは、ﾊｲﾃｸ株安などを受
けて低下した。また、ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領がｲﾗﾝでの政府に対する抗議ﾃﾞﾓを後押しすべく、様々な選
択肢を検討していると報じられたことなどを受け、原油や金の先物が続伸した。

30日
（金）

× 欧米

ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領、ｳｫｰｼｭ元FRB理事を次期FRB議長に指名

ﾕｰﾛ圏の10-12月期のGDP速報値は前期比+0.3%と、市場予想を上回った。米国では、ﾄﾗﾝﾌﾟ大
統領がｳｫｰｼｭ元FRB理事を次期FRB議長に指名した。また、12月の卸売物価指数が、全体で
前年同月比+3.0%、ｺｱで+3.3%と、ともに市場予想を上回った。欧州では、国債利回り、株式相
場とも総じて上昇した。米国では、ｳｫｰｼｭ氏は他の議長候補ほど利下げに積極的でないとみら
れていることなどから、利下げ期待が後退し、長期債を中心に国債利回りが上昇したほか、株
式相場は下落した。外国為替市場ではﾄﾞﾙが買われ、円相場は154円台に下落した。前日まで
連日で最高値を更新した金先物は、利益確定売りなどもあり、急反落した。

先週の主な出来事 （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

日付
市場の
反応

国・地域 指標など（コメント）

1月
26日
（月）

× 日本

日米の協調為替介入への警戒から、円相場が急伸

円相場が1ﾄﾞﾙ＝153円台まで急伸した後、概ね154円前後で推移した。日米協調の円買い為替
介入への思惑が拡がり、円売り持ち高解消の動きにつながった。輸出関連株を中心に、株式相
場は反落した。国債利回りは、円相場の反発で物価の上振れ懸念が和らぎ、長期債や超長期
債では低下したが、円安回避に向け、日銀には米国からも利上げ圧力がかかるとの見方など
から、中期債では上昇し、新発2年債では一時、1996年5月以来の高水準となった。

△ ﾕｰﾛ圏

ﾌﾗﾝｽの2026年予算が成立する見通しに

ﾌﾗﾝｽで23日、内閣不信任決議案が否決されたことに伴ない、2026年予算が成立する見通しと
なった。ﾄﾞｲﾂでは、1月のIfo企業期待指数が前月比▲0.2ﾎﾟｲﾝﾄの89.5と、市場予想に反して続
落した。欧州の国債利回りが低下した。株式市場では、金の値上がりなどを背景に資源株が買
われたほか、好業績見通しなどから銀行株も買われ、相場が上昇した国が目立った。

△ 米国

ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領、中国とｶﾅﾀﾞの関税引き下げ合意をけん制、上院民主党は歳出法案に反対

中国とｶﾅﾀﾞが16日の首脳会談で関税の引き下げで合意したことを受け、ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は24

日、同合意を履行する場合、ｶﾅﾀﾞに100%の関税を課すと表明した。また、ﾐﾈｿﾀ州で24日、移民
捜査官が発砲し、市民が死亡したことを受け、野党・民主党の上院議員から歳出法案への反対
表明が相次ぎ、つなぎ予算が期限を迎える30日以降の政府機関閉鎖の可能性が懸念された。
これらの先行き不透明感のほか、ﾄﾞﾙ安を背景とした代替資産への需要もあり、金先物が続伸
した。株式市場では、大手企業の決算発表を前にﾊｲﾃｸ株が買われ、相場が上昇した。国債は、
持ち高調整の買いや、政府機関閉鎖への警戒感などを背景に利回りが低下した。また、外国為
替市場では、主要国が協調してﾄﾞﾙ高是正に動く可能性が意識され、ﾄﾞﾙが全面安となった。

27日
（火）

○ ｱｼﾞｱ

日本では半導体製造装置株、韓国では半導体株が買われる

日本では、前日の米株高や、円相場が午後に概ね154円台で推移したことが好感されたほか、
米半導体ﾒﾓﾘｰ大手が27日、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙでの新工場建設に向けた大型投資計画を発表したことを
受け、半導体製造装置株などが買われたこともあり、株式相場が反発した。国債利回りは、日
銀に利上げ圧力がかかるとの見方などを背景に上昇した。韓国では、ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領が前日、
米韓貿易協定の合意について、韓国議会で履行に向けた手続きがとられていないとして、同
国に対する相互関税や分野別関税を15%から25%に引き上げると表明したことを受け、株式
市場で売りが先行した。しかし、その後は、業績期待などを背景に買われた半導体株にけん引
され、相場は急反発した。また、中国では、2025年の工業企業利益が前年比+0.6%と、4年ぶり
の増加となったことが好感され、中国本土･香港株式が上昇した。

△ 欧米

EUとｲﾝﾄﾞのFTA交渉、約20年を経て妥結、米消費者信頼感指数、2014年以来の低水準に

EU(欧州連合)とｲﾝﾄﾞは、FTA(自由貿易協定)交渉が妥結したと発表した。欧州では、銀行株が
引き続き買われるなど、株式相場は総じて上昇したが、米関税政策の不透明感が嫌気され、ﾄﾞ
ｲﾂでは小幅安となった。国債利回りは、英国で上昇したほかは小動きだった。米国では、政府
が前日、高齢者向け公的医療保険制度における政府から保険会社への支払いを2027年は平
均で前年比+0.09%とする案を発表した。1月の消費者信頼感指数は前月比▲9.7ﾎﾟｲﾝﾄの84.5

と、市場予想を下回り、2014年5月以来の低水準となった。株式市場では、10-12月期決算や
2026年12月期の見通しが市場予想を下回った医療保険大手の株価が急落し、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工
業株30種が反落したが、半導体株や大手ﾊｲﾃｸ株などは買われ、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数は続伸、
S&P500指数は最高値を更新した。国債利回りは、消費者信頼感指数の下振れを受け、2年債
では低下したが、長期債では持ち高調整の売りを背景に上昇した。また、ﾄﾞﾙが売られているこ
とについて問われたﾄﾗﾝﾌﾟ大統領が素晴らしいと述べ、ﾄﾞﾙ安を懸念していない姿勢を示した
と報じられた。ﾄﾞﾙが一段と売られ、一時、対ﾕｰﾛで2021年6月以来の安値をつけたほか、ﾄﾞﾙ指
数は2022年2月以来の低水準となった。一方、円相場は一時、152円10銭前後と、(右上に続く)

米国では1月のISM(供給管理協会)製造業景況指数(2月2日)、同非製造業景況指数(4日)、1月の雇用統計、2月のﾐｼ
ｶﾞﾝ大学消費者信頼感指数速報(6日)の発表、FRB高官の講演が予定されている。日本では1月の日銀･金融政策決
定会合の主な意見の公表(2日)、衆議院選の投開票(8日)が予定されている。欧州ではﾕｰﾛ圏の1月の消費者物価指
数速報の発表(4日)、ECB(欧州中央銀行)の政策理事会(4･5日)、英中銀の金融政策委員会(5日)が予定されている。

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成

今週の主な注目点
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